
別添２

平成２８年度税制改正大綱

（平成 27 年 12 月 16 日）

第二 平成 28 年度税制改正の具体的な内容（抄）

一 個人所得課税

５ その他

（国 税）

（1）非課税所得について、次の措置を講ずる。

③ 学資に充てるため給付される金品のうち非課税所得とならない給与そ

の他対価の性質を有するものから、給与所得を有する者がその使用者から

通常の給与に加算して受けるものであって、次に掲げるもの以外のものを

除外する。

イ 法人である使用者からその法人の役員に対して給付されるもの

ロ 法人である使用者からその法人の使用人（役員を含む。）の配偶者そ

の他のその使用人の特殊関係者に対して給付されるもの

ハ 個人事業主からその個人事業主の営む事業に従事する親族（生計を一

にする者を除く。）に対して給付されるもの

ニ 個人事業主からその個人事業主の使用人の配偶者その他のその使用

人の特殊関係者に対して給付されるもの

（注）上記③の改正は、平成 28 年４月１日以後に給付される金品について

適用する。


